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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第67期
第３四半期
連結累計期間

第68期
第３四半期
連結累計期間

第67期
第３四半期
連結会計期間

第68期
第３四半期
連結会計期間

第67期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    10月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

売上高 (百万円) 25,048 28,584 8,452 11,284 36,703

経常利益 (百万円) 459 1,186 175 642 662

四半期(当期)純利益 (百万円) 437 674 170 38 380

純資産額 (百万円) ― ― 4,167 4,767 4,048

総資産額 (百万円) ― ― 34,712 33,456 36,265

１株当たり純資産額 (円) ― ― 14.46 16.53 14.04

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 1.52 2.34 0.59 0.13 1.32

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 12.0 14.2 11.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △111 2,206 ― ― △513

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △19 95 ― ― △118

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 201 △1,885 ― ― 444

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 1,769 1,926 1,510

従業員数 (人) ― ― 479 502 479

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し　

　 ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

     ３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

   ん。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社に異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(人) 502

(注)  従業員数は就業人員数であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(人) 433

(注)  従業員数は就業人員数であり、関係会社等への出向社員10人を除いております。 
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

報告セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間 　
 （自　平成22年10月１日 　
　 　至　平成22年12月31日） 前年

（百万円） 同四半期比(％)

建設事業 6,632 ─

(注) １　当社グループでは建設事業以外は受注生産を行っておりません。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 

(2) 売上実績

報告セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間 　
 （自　平成22年10月１日 　
   　至　平成22年12月31日） 前年

（百万円） 同四半期比(％)

建設事業 10,550 ─

不動産事業 739 ─

小計 11,289 ─

セグメント間消去 5 ─

差引合計 11,284 ─

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去前で記載しております。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３　売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。 　な

お、藤和不動産株式会社は平成23年１月２日に三菱地所レジデンス株式会社に商号を変更しております。
　　　　　　 前第３四半期連結会計期間　　　　
　　　　　　　　 建設事業　　南海電気鉄道株式会社　　2,304百万円　　27.3％
　　　　　　 当第３四半期連結会計期間　　　　
　　　　　　　　 建設事業　　南海電気鉄道株式会社　  2,381百万円　　21.1％
                 建設事業    藤和不動産株式会社      1,378百万円　　12.2％

　

　なお、当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。
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　なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。

　　建設事業における受注工事高及び完成工事高の状況

(1) 受注工事高、完成工事高及び繰越工事高

期別 区分
期首繰越
工事高
(百万円)

期中受注
工事高
(百万円)

計
(百万円)

期中完成
工事高
(百万円)

期末繰越
工事高
(百万円)

前第３四半期累計期間　
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

建築工事 26,412
（1,978）
13,303

39,715 15,772 21,965

土木工事 5,734 5,591 11,325 6,552 4,773

電気工事 45 1,891 1,936 961 975

計 32,192
（1,978）
20,785

52,978 23,285 27,714

当第３四半期累計期間　
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)
　

建築工事 26,437
  （1,295）
　　15,870

42,307 19,166 21,845

土木工事 3,660 5,825 9,485 5,395 4,090

電気工事 80 1,682 1,763 815 948

計 30,178
（1,295）
23,378

53,556 25,376 26,884

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

建築工事 26,412
（2,815）
23,864

50,277 21,024 26,437

土木工事 5,734 7,176 12,910 9,250 3,660

電気工事 45 2,385 2,431 2,350 80

計 32,192
（2,815）
33,426

65,619 32,625 30,178

(注) １　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２　前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合、期中受注工事高にその増減

額を含めております。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。

３　期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）であります。

４　期中受注工事高の上段（　）書き表示額は、期首繰越工事高のうち、経済状況の変化等により事業が中止となっ

た工事や契約を解除した工事の額であります。

　

(2) 受注工事高

期別 区分
官公庁
（百万円）

民間
（百万円）

計
（百万円）

前第３四半期会計期間　(自
　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

建築工事 1,510  2,256 3,767

土木工事 254 872 1,126

電気工事 ─ 780 780

計 1,764 3,910 5,674

当第３四半期会計期間　(自
　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

建築工事 107 4,781 4,889

土木工事 35 1,194 1,229

電気工事 ─ 408 408

計 143 6,384 6,528

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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(3) 完成工事高

期別 区分
官公庁
（百万円）

民間
（百万円）

計
（百万円）

前第３四半期会計期間　(自
　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

建築工事 704 3,901 4,605

土木工事 1,021 1,557 2,579

電気工事 ─ 548 548

計 1,726 6,007 7,733

当第３四半期会計期間　(自
　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

建築工事 888 6,974 7,863

土木工事 450 1,645 2,095

電気工事 ─ 331 331

計 1,339 8,951 10,290

(注) １　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２　完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりでありま

す。

なお、藤和不動産株式会社は平成23年１月２日に三菱地所レジデンス株式会社に商号を変更しております。
　　　　　　 前第３四半期会計期間　　　　
　　　　 　　　南海電気鉄道株式会社　　2,299百万円　　29.7％
　　　　　　 当第３四半期会計期間　　　　
　　　　 　　　南海電気鉄道株式会社　　2,380百万円　　23.1％
             藤和不動産株式会社      1,378百万円    13.4％

　

(4) 繰越工事高（平成22年12月31日現在）

区分
官公庁
（百万円）

民間
（百万円）

計
（百万円）

建築工事 1,548 20,297 21,845

土木工事 1,431 2,658 4,090

電気工事 ─ 948 948

計 2,980 23,903 26,884

(注)　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した「事業の状況」、「経理の状況」等に

関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価

証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

  なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)経営成績の分析

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、長引くデフレの影響や円相場の高止まり等により足踏

み状態となっており、また、失業率が高水準にあるなど厳しい状況のまま推移いたしました。

　この間、建設業界におきましては、公共投資の削減や回復基調の定まらないマンション需要と民間設備投

資の動向などの影響で依然として厳しい経営環境が続いてまいりました。

　このような状況の下、当社グループでは、平成21年度を初年度とする「３カ年経営計画」にもとづき、選別

受注の強化や工事原価管理の徹底、諸経費の削減に取り組んでまいりました。

　その結果、当第３四半期連結会計期間における売上高は前年同四半期に比べ33.5％増の112億84百万円、営

業利益は前年同四半期に比べ188.4％増の６億65百万円、経常利益は前年同四半期に比べ266.1％増の６億

42百万円となりました。また、一部債権について回収に遅延等が生じる恐れが発生したため、貸倒引当金繰

入額を特別損失に計上したことにより、四半期純利益は前年同四半期に比べ77.2％減の38百万円となりま

した。

　セグメントの業績を示すと次のとおりであります。

　なお、セグメント利益は四半期連結損益計算書における営業利益と対応しております。

（建設事業）

　厳しい受注環境の影響があったものの売上高は105億48百万円となり、すべての物件で工事原価管理を徹

底したこと等により、セグメント利益は６億円となりました。

（不動産事業）

　施主の経営危機に伴い保全した物件の売却等により、売上高は７億35百万円、セグメント利益は75百万円

となりました。

　
(2)財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、受取手形・完成工事未収入金等が減少したことおよび販売

用不動産の売却等により、前連結会計年度末に比べ28億８百万円減の334億56百万円となりました。

負債合計は、支払手形・工事未払金等および短期借入金が減少したこと等により、前連結会計年度末に比

べ35億27百万円減の286億89百万円となりました。

純資産合計は、四半期純利益６億74百万円を計上したこと等により、前連結会計年度末に比べ７億18百万

円増の47億67百万円となりました。

この結果、１株当たり純資産額は、前連結会計年度末14.04円から2.49円増の16.53円となりました。

　
(3)キャッシュ・フローの状況の分析　　　

当第３四半期連結会計期間の連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フ

ローが15百万円のマイナス、投資活動によるキャッシュ・フローが86百万円のプラスとなり、財務活動によ

るキャッシュ・フローが３億48百万円のプラスとなりました。

この結果、当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は第２四半期連結会計期間末に比

べ４億19百万円増の19億26百万円となりました。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

売上債権が増加したものの、その他のたな卸資産が減少したこと等により、前年同四半期17億20百

万円のマイナスから15百万円のマイナスとなり、17億４百万円の増加となりました。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の売却による収入が増加したこと等により、前年同四半期１百万円のプラスから86

百万円のプラスとなり、84百万円の増加となりました。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

借入金の調達額が減少したこと等により、前年同四半期10億７百万円のプラスから３億48百万円

のプラスとなり、６億58百万円の減少となりました。
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(4)事業上及び財務上の対処すべき課題　　

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

(5)研究開発活動

当第３四半期連結会計期間において、特記すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 470,000,000

計 470,000,000

　

② 【発行済株式】

種類

第３四半期会計
期間末現在
発行数(株)

(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 288,357,304同左
大阪証券取引所
  (市場第二部)

単元株式数は1,000株であります

計 288,357,304同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

      該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

      該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年12月31日 ― 288,357,304 ― 2,000 ― ―

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

　

① 【発行済株式】

  平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 54,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

288,188,000
288,188 ―

単元未満株式 普通株式 115,304 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 288,357,304― ―

総株主の議決権 ― 288,188 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が88,000株含まれており、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数88個が含まれております。

２　「単元未満株式数」欄の普通株式には、当社所有の自己株式53株が含まれております。

　

　　② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
南海辰村建設株式会社

大阪市浪速区難波中
三丁目５番19号

54,000 ― 54,000 0.02

計 ― 54,000 ― 54,000 0.02

(注)　このほか、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が2,000株あります。なお、当該株

式は、「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 34 32 29 30 28 27 25 28 28

最低(円) 29 26 26 25 24 24 23 22 26

(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
常務執行役員
経営管理本部長

業務支援センター担当

取締役
常務執行役員
経営管理本部長

 

片 岡　健 治 平成23年１月１日

取締役
常務執行役員
建築本部長

取締役
常務執行役員
建築本部長

リフォーム部担当

君 谷　民 生 平成23年１月１日

取締役
執行役員

土木本部副本部長

取締役
執行役員

土木本部副本部長
グループ営業部担当

吉 田　一 夫 平成23年１月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表については、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第３四半期連

結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年４月

１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任あずさ監査法人により四

半期レビューを受けております。

　なお、従来から当社が監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７

月１日をもって有限責任あずさ監査法人となりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 1,946 1,530

受取手形・完成工事未収入金等 ※４
 16,115 18,582

販売用不動産 2,133 3,751

未成工事支出金 522 914

不動産事業支出金 85 94

材料貯蔵品 84 82

繰延税金資産 33 28

その他 640 843

貸倒引当金 △66 △481

流動資産合計 21,495 25,346

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 2,422 2,525

土地 6,985 6,985

その他（純額） 92 68

有形固定資産合計 ※１
 9,500

※１
 9,579

無形固定資産 82 67

投資その他の資産

破産更生債権等 4,205 2,270

繰延税金資産 140 141

その他 724 872

貸倒引当金 △2,692 △2,012

投資その他の資産合計 2,378 1,272

固定資産合計 11,961 10,919

資産合計 33,456 36,265
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 12,027 13,940

短期借入金 11,853 13,225

未成工事受入金 215 385

不動産事業受入金 3 2

完成工事補償引当金 25 34

工事損失引当金 105 2

賞与引当金 46 101

その他 468 228

流動負債合計 24,746 27,921

固定負債

長期借入金 2,362 2,746

退職給付引当金 1,397 1,371

役員退職慰労引当金 3 3

その他 179 175

固定負債合計 3,943 4,296

負債合計 28,689 32,217

純資産の部

株主資本

資本金 2,000 2,000

資本剰余金 1,703 1,703

利益剰余金 1,069 394

自己株式 △2 △2

株主資本合計 4,770 4,095

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △3 △47

評価・換算差額等合計 △3 △47

純資産合計 4,767 4,048

負債純資産合計 33,456 36,265
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 25,048 28,584

売上原価 22,907 25,782

売上総利益 2,141 2,801

販売費及び一般管理費 ※１
 1,538

※１
 1,502

営業利益 602 1,299

営業外収益

受取利息 4 32

受取配当金 4 4

還付加算金 5 －

受取和解金 6 1

その他 16 15

営業外収益合計 37 53

営業外費用

支払利息 153 143

その他 26 22

営業外費用合計 180 166

経常利益 459 1,186

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 220

その他 － 14

特別利益合計 － 234

特別損失

貸倒引当金繰入額 － 598

その他 － 96

特別損失合計 － 695

税金等調整前四半期純利益 459 726

法人税、住民税及び事業税 20 56

法人税等調整額 1 △4

法人税等合計 22 51

少数株主損益調整前四半期純利益 － 674

四半期純利益 437 674
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 8,452 11,284

売上原価 7,629 10,114

売上総利益 822 1,170

販売費及び一般管理費 ※１
 591

※１
 504

営業利益 230 665

営業外収益

受取利息 3 23

受取配当金 1 0

受取和解金 － 1

その他 3 3

営業外収益合計 8 28

営業外費用

支払利息 51 47

その他 11 3

営業外費用合計 63 51

経常利益 175 642

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 0

固定資産売却益 － 3

特別利益合計 － 4

特別損失

貸倒引当金繰入額 － 588

その他 － 0

特別損失合計 － 589

税金等調整前四半期純利益 175 57

法人税、住民税及び事業税 3 18

法人税等調整額 1 △0

法人税等合計 4 18

少数株主損益調整前四半期純利益 － 38

四半期純利益 170 38
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 459 726

減価償却費 109 111

貸倒引当金の増減額（△は減少） 102 263

工事損失引当金の増減額（△は減少） △78 103

退職給付引当金の増減額（△は減少） △10 25

受取利息及び受取配当金 △9 △36

支払利息 153 143

投資有価証券評価損益（△は益） － 81

売上債権の増減額（△は増加） 5,528 665

未成工事支出金の増減額（△は増加） △715 391

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） △4,181 1,625

未収入金の増減額（△は増加） △103 216

仕入債務の増減額（△は減少） △659 △1,972

未成工事受入金の増減額（△は減少） △500 △172

未収消費税等の増減額（△は増加） △12 23

未払消費税等の増減額（△は減少） 2 8

その他 △28 129

小計 54 2,334

利息及び配当金の受取額 8 36

利息の支払額 △145 △139

法人税等の支払額 △28 △24

営業活動によるキャッシュ・フロー △111 2,206

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △41 △40

定期預金の払戻による収入 40 40

有形固定資産の取得による支出 △19 △13

有形固定資産の売却による収入 － 36

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ 6

貸付金の回収による収入 7 18

その他 △6 47

投資活動によるキャッシュ・フロー △19 95

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,550 △500

長期借入れによる収入 2,700 300

長期借入金の返済による支出 △944 △1,678

リース債務の返済による支出 △3 △7

自己株式の取得による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 201 △1,885

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 71 415

現金及び現金同等物の期首残高 1,698 1,510

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 1,769

※１
 1,926
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年12月31日)

１.連結の範囲に関する事項の変更 (1)連結の範囲の変更

　日本ケーモー工事株式会社については、新たに株式を取得したことに

より、第１四半期連結会計期間から連結の範囲に含めております。

(2)変更後の連結子会社の数

　３社

２.会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年

３月31日）を適用しております。これによる影響は軽微であります。

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
  至  平成22年12月31日)

 (四半期連結貸借対照表関係）

　前第３四半期連結会計期間において、投資その他の資産の「その他」に含めていた「破産更生債権等」は、資産

総額の100分の10を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしております。なお、前第３四

半期連結会計期間の投資その他の資産の「その他」に含まれる「破産更生債権等」は 2,273百万円であります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結会計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

至　平成22年12月31日)

１.貸倒見積高を算定する方法 　一般債権の貸倒見積高の算定については、当第３四半期連結会計期間

末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化が

ないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して

貸倒見積高を算定しております。　

２.繰延税金資産及び繰延税金負債の算定

方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降

に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認め

られるため、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタッ

クス・プランニングを利用する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産減価償却累計額　　3,005百万円 ※１　有形固定資産減価償却累計額　　　2,484百万円

 

　２　保証債務

　下記の会社が顧客に対する前受金について信用保

証会社から保証をうけており、この前受金保証につ

いて当社が信用保証会社に対して保証を行っており

ます。

　２　保証債務

　下記の会社が顧客に対する前受金について信用保

証会社から保証をうけており、この前受金保証につ

いて当社が信用保証会社に対して保証を行っており

ます。

　 　
株式会社トラスト・ファイブ 102百万円

株式会社ミラージュパレス 98　

都市環境開発株式会社 90　

株式会社ランドハウジング 65　

株式会社リブラン 57　

その他（５件） 112　

合計 527　

　

株式会社トラスト・ファイブ 207百万円

株式会社アキムラ　シー・アイ
・エックス

92　

株式会社大覚 4　

合計 305　

　 　 　

　

　　　　　　　　　　　 ―――   ３  受取手形割引高　　　　　　　　687 百万円
 
 

 ※４　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関　　

　　　　

の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日　

　　　　　

満期手形が、四半期連結会計期間末残高から除かれ　

ております。

　　 受取手形　　　　　　　　　　  158 百万円

 

 

 

―――
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(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

※１　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであ

ります。

　 従業員給料手当 652百万円

　 賞与引当金繰入額 13　

　 退職給付費用 116　

　 　 　 　

 

※１　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであ

ります。

　 従業員給料手当 664百万円

　 賞与引当金繰入額 13 　

　 退職給付費用 113　

　 　 　 　

　

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

※１　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであ

ります。

　 従業員給料手当 210百万円

　 賞与引当金繰入額 13　

　 退職給付費用 38　

　 　 　 　

※１　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであ

ります。

　 従業員給料手当 208百万円

　 賞与引当金繰入額 13　

　 退職給付費用 34　

　 　 　 　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

現金及び預金勘定 1,794百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△25　

現金及び現金同等物 1,769　
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年12月31日現在）

現金及び預金勘定 1,946百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△20　

現金及び現金同等物 1,926　
 

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日 

至  平成22年12月31日)

　

１ 発行済株式の種類及び総数

           普通株式　　　　288,357千株

２ 自己株式の種類及び株式数

　　　　   普通株式　　　　　　 54千株
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　
建設事業
(百万円)

不動産事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

7,925 526 8,452 ― 8,452

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

2 3 5 (5) ―

計 7,927 530 8,457 (5) 8,452

営業利益又は営業損失(△) 305 △58 246 (15) 230

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　
建設事業
(百万円)

不動産事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

23,662 1,386 25,048 ― 25,048

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

6 9 15 (15) ―

計 23,668 1,395 25,063 (15) 25,048

営業利益又は営業損失(△) 696 △62 633 (30) 602

(注) １　事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

　（1）事業区分の方法　

　　　 日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

　（2）各区分に属する主要な事業の内容　

　　　 建設事業：建築・土木・電気その他建設工事全般に関連する事業

　　　 不動産事業：不動産の販売、賃貸事業その他不動産に関連する事業

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計期

間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　在外連結子会社がないため、記載しておりません。
　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計期

間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　海外売上高がないため、記載しておりません。
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【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第20号  平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、常務会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、製品・サービス別の組織体制に基づき事業活動を展開しており、「建設事業」、「不動産事

業」の２つを報告セグメントとしております。

「建設事業」は、建築・土木・電気その他建設工事全般に関連する事業を行っております。「不動産事

業」は、不動産の販売、賃貸その他不動産に関連する事業を行っております。

　

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

建設事業 不動産事業 計

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 26,120 2,464 28,584

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

6 10 16

計 26,126 2,474 28,600

セグメント利益 1,120 209 1,329

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

建設事業 不動産事業 計

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 10,548 735 11,284

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

2 3 5

計 10,550 739 11,289

セグメント利益 600 75 675
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３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 1,329

全社費用(注) △29

四半期連結損益計算書の営業利益 1,299

(注)全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。  

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 675

全社費用(注) △10

四半期連結損益計算書の営業利益 665

(注)全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。  

　

(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務は、企業集団の事業の運営において、重要性が乏しいため記載を省略しております。

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 16.53円 14.04円

　

２　１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益 1.52円 2.34円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　 　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

四半期純利益 (百万円) 437 674

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益 (百万円) 437 674

普通株式の期中平均株式数 (千株) 288,307 288,303

　

第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益 0.59円 0.13円

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　　  ２  １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

四半期純利益　　　　　　　　　　 (百万円) 170 38

普通株主に帰属しない金額　　　　 (百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益　　　 (百万円) 170 38

普通株式の期中平均株式数　　　　 　(千株) 288,305 288,302
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(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について、リース取引残高は前連結会計年度の末日と比較

して著しい変動はありません。

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月８日

南海辰村建設株式会社

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    山  中  俊  廣    ㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    田  中  基  博    ㊞

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている南海

辰村建設株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、南海辰村建設株式会社及び連結子会社の平成

21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月10日

南海辰村建設株式会社

取締役会  御中

　

　　有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    日根野谷   正   人　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    田　 中  　基 　博　　㊞
　

　 　 　
　

　 　 　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている南海

辰村建設株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、南海辰村建設株式会社及び連結子会社の平成

22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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